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１．経済分野の検討フロー 
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z ヒアリングによる仮説検証 

z アンケートによる重点対
象の抽出と重み付け評価

重点的な対策を講じるべき対

象へのヒアリング 

首都地域への機能集積特

性の把握  

経済関係施設の集積特性（ストック、フロー） 
� 経済活動枢要ノード 
� インフラ施設（交通、ﾗｲﾌﾗｲﾝ、情報ﾈｯﾄ） 
� インフラ上の流通物（人、モノ、金、情報） 

¾ 「重点調査対象項目（守るべきモノ）」の選定 
� 首都地域への集中・集積度が高いもの 
� それにより全国、世界への波及影響性が高いもの 

【調査手法】 
� 統計・関係資料の収集・分析 

• 「人、物、カネ、情報」の流れと拠点的機能の分析 
• 首都地域への集中・集積度の分析 
• デルファイアンケートによる評価 

重点的な対策を講じるべき対象の選定 

【仮説構築項目】 
• 「重点的に対策を講じるべきモノ」数項目程度の抽出 
（例）メガバンク本社、東京証券取引所、等 

• 「重点的な対策を講じるべき対象」の重要なリソース 
• 重要リソースの防災対策の現状と課題 
• 経済被害波及軽減化に向けた対策の「ツボ」 

経済被害波及メカニズムと対策の「ツボ」 

首都直下地震による被害

波及メカニズム対策の「ツ

ボ」の検討  

阪神・淡路大震災やWTC
等の事例に基づく調査  

¾ 経済活動の実態と相互連関性 
� 首都地域内外との相互連関性（業務フロー） 
� インフラ施設との相互連関性 
� 「人」「モノ」「金」「情報」の相互連関性 

¾ 経済活動に関わる直下地震対策の現状 
【調査手法】 
� 事例調査、文献調査、関係機関及びキーパーソンへのヒアリ
ング 

¾ 経済被害波及メカニズムの検討 
� ミクロ被害波及メカニズム（首都地域内） 
� マクロ被害波及メカニズム（国内、海外） 

¾ 重点的に対応すべき対策の「ツボ」の検討 
【調査手法】 
� 関係機関及びキーパーソンへのヒアリング 
� ケーススタディ（阪神・淡路大震災、ＮＹテロ、ＮＹ停電）

【仮説構築項目】 
• 経済活動を維持するために確保すべき機能、施設、要人等 
• 経済活動を維持するための対策の現状水準 

【仮説構築項目】 
• 首都地域内の経済活動への被害連鎖体系図 
• 国内、海外への被害波及連鎖図 
• 重点的な対応をとるべき対策の「ツボ」の抽出 

首都直下地震の定量的な

被害想定  

¾ 経済被害に係る被害シナリオの補完 
¾ 経済被害波及影響の定量評価（国内、海外） 
¾ 対策効果の測定 
【調査手法】 
� マクロ及びミクロ経済学的手法による産業連関分析 

直下地震時を考慮した首都

機能確保対策の重点 

【仮説構築項目】 
• 経済波及被害金額の予測値 
• 対策による被害軽減額の予測値 

• 首都地域内の被害額 
• 全国、世界への波及影響 
• 対策効果 

¾ 強い首都地域形成に向けた国家的戦略のあり方検討 
・災害波及の影響を出来るだけ減らすための効果的な機能確保対策の検討 
（例）重要施設の優先的耐震強化、重点的な減災施策実施、復旧戦略の策定、リスクマネジメントプランの策定  

   ・経済・産業活動がすみやかに再開できるよう首都地域内での適切な機能分担の方向性の検討 
     （例）バックアップ体制の整備、業務継続性確保計画（ＢＣＰ）の策定 
   ・想定される経済被害の規模と対策効果の検討 
     （例）経済被害に基づいた戦略的・効果的な対策計画の策定、対策のモニタリング方法の検討 

z ヒアリング、アンケートによる被害想定
の項目、活用のあり方検討 

z ヒアリング、アンケートによる手法構
築、必要データ整備 

経済的被害額と対策効果の算定 

デルファイ・アンケート 
（別紙説明）  
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２．重点調査対象選定の考え方 

 

・首都地域を取り巻く人・モノ・金・情報の流れの中において、中枢的で唯一の役割を

担い、取扱量の大多数が集積している拠点施設は、被災時の影響が首都地域内はもと

より、全国、海外へと広域的に波及影響する危険性が高い。このような拠点施設を「重

点調査対象」として選定する。 

 

・加えて、人・モノ・金・情報の流れを円滑に動かすエネルギーとして、情報通信、電

気、水道等のライフラインを供給する拠点施設についても、上記により抽出される経

済拠点機能の活動を支える必要不可欠なリソースであると捉え、「重点調査対象」と

考える。 

 

 

 



(1)経済活動における通貨の流れ 

 
 
 
 
 
 

• 経済活動における通貨の流れを俯瞰すると以下のような図になる。財・サービスの売買という経済活動における基本動作から派生する通貨の流れとしては、大きく分けると、「国庫金関連」、「決済関
連」、「外為関連」、「証券取引関連」の4つに分類することが出来る。 

• 上記の4つの分類のうち、日本銀行は「証券取引関連」を除く3つの分野で重要な役割を果たしており、通貨の流れの中で極めて重要な役割を担っていることが分かる。 
• 日本銀行以外には、上記機能のそれぞれで取引が集中し、代替性の低い存在となっている「外為仲介業者」、「全国銀行協会」、「東京証券取引所」の位置付けは重要であると考えられる。 
• 上記の4つの分類のいずれにおいても登場する国内銀行の役割は極めて重いが、日本全国に複数のアクターが存在する現状を考えると、代替性が低いとはいえない状況であると考えられる。 
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国庫金関連

決済関連

外為関連

証券取引関連

売買関連

国庫金関連

決済関連 
外為関連 
証券取引 連関

売買関連 

企業・家計 

国内銀行 国内銀行外国銀行 

外為仲介業者

証券会社 証券会社 

国内銀行

企業・家計
証券取引所 

政府
日本銀行

証券売買代金の決済

売買情報の

伝達 預金口座の

開設 預金口座の

開設 

預金口座の 
開設 

売買代金の決済売買代金の決済

外貨の購入外貨の購入
当座預金口座間の資金移動

売買 売買

株式公開

証券

売買

売買委託

証券

売買企業・家計

売買代金 
約 6,500億円／日 ※４ 

預金口座の

開設 

総括清算代金 
約 1,000億円／日 ※３

国内売買高シェア

93.8% 

税金

支払

税金

納付

国庫金出納管理

企業・家計 

海外 

市場介入 

必要な資金移動の伝達

日本国内

EBSとロイターの
大手二社体制 

銀行間決済 
システム提供機関 

東京銀行協会 

金融・決済・経済政策

の中枢 

東京市場の総取引額 
約18兆円／日 ※１

内国為替取扱高 
約 9兆円／日 ※５ 

当座預金振替額 
約３兆円／日 ※２ 

国庫金取扱高 約７兆円／日 ※６ 

（出典）  ※１、※２、※５、※６ 日本銀行資料 

※３、※４ 東京証券取引所「東証要覧」 



（2）経済活動におけるインターネット通信の流れ（概要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

IX経由のトラフィックの 
約95％が都内のIXを経由（Ｈ13）※１ 

加入接続

ドメイン名

情報管理

・ インターネットにおける情報通信の流れの概要を示すと、以下の図のようになる。内容は大きく、ピアリング（パブリック・プライベート）、加入接続、ドメイン管理、データ送受信に分かれる。 

・ パブリックピアリングは IXを介した大手インターネットサービスプロバイダ（ISP）間の接続、プライベートピアリングは大手 ISP間の直接接続を指す。ピアリングを行うことで他 ISP傘下のユーザとのデータや

り取りが可能になる。どちらのピアリング形式を用いるかは ISP による（両方用いている ISP も多い）が、この機能図の中で IXが大手 ISP およびその下の中小 ISP相互の接続の中枢となる非常に重要な施

設であることがわかる。 

・ 外部への接続手段をもたない中小 ISP は、大手 ISP と接続契約を結ぶことで、外部との接続を行っている。 

・ DNS サーバはデータの送信が行われる際に、宛て先を検索し、送信ルートの決定を行う重要な設備である。管理は大手 IX の一つ dix-ie と同じく WIDE プロジェクトにおいて行われている。 

パブリックピアリング接続 

プライベートピアリング接続 

加入接続（トランジット接続） 

ドメイン管理

ユーザのデータ送受信

加入接続

ユーザ 

コンテンツ

提供企業

コンテンツ

提供企業

コンテンツ
提供企業 

コンテンツ 
提供企業 

大手ISP 

データ送受信 

データ送受信 

dix-ie

データ送受信 

データ送受信

ユーザ 

 
中小ISP 

ユーザ 

中小ISP 

ユーザ 

通過トラフィック 

14Gbps 

（H15年末）※３ 

国内のDNSサーバ 

ルートサーバ：1台 

jpドメインサーバ：6台

すべて東京に集中 

DNSサーバ 
都内の主要 IX

（大手町に集中）

WIDEプロジェクト 

通過トラフィック 

23Gbps 

（H15年末）※２ 
JPIXその他 

大手ISP

プライベートピアリング

パブリックピアリング

大手ISP 

日本国内

 

海外ネットワーク (出典)※1富士通（首都直下地震対策専門調査会（第二回）資料），※2JPIX HP，※3WIDEプロジェクトHP 
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（3）経済活動における人・モノの流れ（概要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（アクセス交通）

日本国内

・ 首都地域には、道路・鉄道・港湾・空港の交通における拠点施設が集中しており、人・モノの流れ（交通量）の大多数が集積している。 

・ 国内交通（首都地域の内々交通、首都地域と全国を結ぶ内外交通）においては、首都高速道路などの道路施設、鉄道における重要駅ターミナル、特定重要港湾（東京港など）、羽田空港が、それぞれ人

流及び物流の結節点の役割を担っている。 

・ 日本と海外を結ぶ重要な結節点となる特定重要港湾や成田空港も、首都地域の近郊に位置しており、日本における国際旅客・国際貨物シェアの多くを占めている。 

・ 航空路管制は所沢の東京航空交通管制部で行われており、日本上空及びその近辺を飛行する航空機の大半は、この管制部からの指示がない限り運行が不可能である。 

航空路管制取扱機数 
年間 100万機 

全国シェア 48％ (H13) ※5

国際旅客乗降客 
年間 2862万人

全国シェア 59％ 
(H14) ※6

外貿コンテナ貨物取扱シェア 
東京湾（東京・川崎・横浜・千葉） 

39.7％  (H13) ※4

人の流れ 
モノの流れ 

（航路の指示） 

海外の各港湾 

海外の各空港 

首都地域

東京航空交通管制部（所沢）

羽田空港

高速道路 
（首都高速道路等） 

国内の各空港 

国内の各港湾 

国内各地の道路、駅 

港湾 （東京港、横浜港等） 

1日あたり乗降客
東京駅 88.6万人
新宿駅 321.6万人
渋谷駅 215.7万人

(H12) ※3

国内旅客乗降客 
年間 5949万人

全国シェア 31％
(H14) ※6

駅ターミナル 
（東京駅、新宿駅等） 

（アクセス交通） 
１都３県の内々交通＜貨物＞
道路 7.3億トン (H13) ※2

１都３県の内々交通＜旅客＞
道路 130.2億人 
鉄道 130.6億人 (H13) ※1

１都３県発着＜貨物＞ 
道路 3.0億トン (H13) ※2 

１都３県発着＜旅客＞ 
道路 5.3億人 
鉄道 3.2億人 (H13) ※1 

成田空港 

海外

（出典） ※1：平成13年度旅客地域流動調査，※2：平成13年度貨物地域流動調査，※3：駅別乗降者数総覧2003，※4：国土交通省港湾局計画課，※5：国土交通省航空局ＨＰ，※6：平成14年分空港管理状況調書
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